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〈予算編成の基本姿勢〉

〈会計別予算規模〉
（単位：千円，％）

当初予算 構成比 当初予算 構成比 増減額 増減率

3,509,000 83.1 4,441,000 86.4 △ 932,000 △ 21.0

711,364 16.9 696,727 13.6 14,637 2.1

(1)　国民健康保険特別会計 254,838 6.0 252,609 4.9 2,229 0.9

(2)　介護保険特別会計 214,271 5.1 201,623 3.9 12,648 6.3

(3)　後期高齢者医療特別会計 28,203 0.7 30,987 0.6 △ 2,784 △ 9.0

(4)　簡易水道特別会計 127,232 3.0 124,237 2.4 2,995 2.4

(5)　農業集落排水事業特別会計 86,820 2.1 87,271 1.7 △ 451 △ 0.5

4,220,364 100.0 5,137,727 100.0 △ 917,363 △ 17.9

1　　一　　　　般　　　　会　　　　計

2　　特　　　　別　　　　会　　　　計

Ⅰ　　平成27年度当初予算の概要

会　　　　　　　　計
平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較

合　　　　　　　　計

 平成２７年度の予算概要につきましては、一般会計と５特別会計の総額は、４，２２０，３
６４千円で､平成２６年度当初予算の総額５，１３７，７２７千円と比較しますと､１７．９％
の減となります。一般会計に限って申し上げますと３，５０９，０００千円で、平成２６年度
予算と比較しますと､２１．０％の減となります。 
 これは、町長・町議会議員選挙を４月に控えていることから、新規の投資的事業を控えた骨
格予算としたことによるものです。 

 我が国は人口減少社会に入りましたが、大都市圏と過疎化や高齢化に直面する地方との格差
は縮まらずにいます。また、デフレ経済からの脱却を目指した政策も、地方への波及効果は薄
く、経済面での地方格差も拡がり続けています。 
 こうした中、政府は「地方再生」をスローガンに地域に新たな人の流れを呼び込むため、必
要な人材の育成や雇用の創出につながる取り組みを進めており、地方自治体の知恵や戦略が今
まで以上に重視されると考えられます。 
 また、地方財政については「中期財政計画」の中で、地方の安定的な財政運営に必要となる
地方の一般財源の総額については、平成２７年度は平成２５年度の地方財政計画の水準を下回
らないよう実質的に同水準を確保するとしていますが、民需主導の経済成長と財政健全化目標
の双方の達成を目指し、施策の優先順位の洗い直し、無駄の排除などを徹底するとしており、
地方交付税や各種補助金、交付金の確保も厳しさを増すことが予想されます。 
 町財政についても、減少傾向であった起債残高も大型投資事業の実施から増加へと転じてお
り、また、地方交付税の２年連続の減少や、過疎対策事業債も要望額から減額されるなど財源
確保が厳しさを増しています。 
 これらのことから、本町の平成２７年度の予算編成にあたっては、求められる行政ニーズに
対して最小の経費で最大の効果が現れるように事業評価を考察し、第６次中川町総合計画の着
実な進捗が図られるよう取り組みました。 
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〈会計別予算規模の推移〉

　　　　　　　(単位：千円，％)

当初予算 構成比 前年度比 当初予算 構成比 前年度比 当初予算 構成比 前年度比

2,780,000 79.7 △ 5.7 3,171,000 77.1 14.1 3,382,000 77.1 6.7

706,624 20.3 △ 9.0 939,748 22.9 33.0 1,004,621 22.9 6.9

(1)　国民健康保険特別会計 276,922 7.9 △ 11.8 252,251 6.1 △ 8.9 247,322 5.6 △ 2.0

(2)　介護保険特別会計 172,389 4.9 2.6 169,049 4.1 △ 1.9 172,513 3.9 2.0

(3)　後期高齢者医療特別会計 23,246 0.7 6.2 24,332 0.6 4.7 26,577 0.6 9.2

(4)　老人保健特別会計 245 0.0 △ 99.1 168 0.0 △ 31.4 － － 皆減

(5)　簡易水道特別会計 110,575 3.2 20.8 382,989 9.3 246.4 433,205 9.9 13.1

(6)　農業集落排水事業特別会計 123,247 3.5 △ 20.0 110,959 2.7 △ 10.0 125,004 2.8 12.7

3,486,624 100.0 △ 6.4 4,110,748 100.0 17.9 4,386,621 100.0 6.7

　　　　　　　(単位：千円，％)

当初予算 構成比 前年度比 当初予算 構成比 前年度比 当初予算 構成比 前年度比

3,323,499 71.5 △ 1.7 3,906,000 84.0 17.5 4,441,000 86.4 13.7

1,007,237 21.7 0.3 742,193 16.0 △ 26.3 696,727 13.6 △ 6.1

(1)　国民健康保険特別会計 236,870 5.1 △ 4.2 245,587 5.3 3.7 252,609 4.9 2.9

(2)　介護保険特別会計 193,800 4.2 12.3 201,318 4.3 3.9 201,623 3.9 0.2

(3)　後期高齢者医療特別会計 27,288 0.6 2.7 28,168 0.6 3.2 30,987 0.6 10.0

(4)　老人保健特別会計 － － － － － － － － －

(5)　簡易水道特別会計 354,060 7.6 △ 18.3 178,693 3.8 △ 49.5 124,237 2.4 △ 30.5

(6)　農業集落排水事業特別会計 195,219 4.2 56.2 88,427 1.9 △ 54.7 87,271 1.7 △ 1.3

4,330,736 100.0 △ 1.3 4,648,193 100.0 7.3 5,137,727 100.0 10.5合　　　　　　　　計

会　　　　　　　　計

平成２２年度 平成２３年度

平成２４年度

2　　特　　　別　　　会　　　計

平成２５年度 平成２６年度

平成２１年度

合　　　　　　　　計

1　　一　　　般　　　会　　　計

会　　　　　　　　計

1　　一　　　般　　　会　　　計

2　　特　　　別　　　会　　　計
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〈財源対策〉 （単位：百万円）

(単位：千円，％)

増減比較

△ 287,000
△ 237,000
△ 50,000

〈町債・基金〉 （単位：百万円）

Ⅱ　　一般会計当初予算の概要

①　収支不足に対する財源対策

財 源 対 策 の 内 容 平成２６年度平成２７年度

141,000
141,000

②　町債（借金）・基金の状況

基 金 の 活 用

財 政 調 整 基 金

そ の 他 の 基 金

428,000
378,000
50,0000

△ 141 

△ 378 

0 
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△ 450 
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△ 50 

公共施設整備基金 
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財政調整基金の取崩し 
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（当初） 

基金現在高（預金） 町債現在高(借金) 
町債現在高及び基金現在高の推移 

町債現在高 うちその他町債 うち臨時財政対策債 基金現在高 

うち財政調整基金 うち公共施設整備基金 うち他の目的基金 

（Ｈ２７） （Ｈ２６） 

  歳入の不足を補うため、基金繰入金として財政調整基金から１４１，０００千円を繰
り入れ、収支の均衡を図っています。 
 〈基金の活用〉 
 ● 財政調整基金       １４１，０００千円 
  

 一般会計における町債現在高は、実質的には地方交付税を地方債に振り替えている臨
時財政対策債の残高は、ほぼ前年同額となります。一方、過去に実施した施設整備によ
る町債の完済、投資的経費の見直し等により建設地方債は着実に減少してきましたが、
平成２６年度の積極的な事業展開と平成２７年度に国営直轄明渠排水事業（H20着工～
26完了）の町負担金の一括償還を行うことから、平成２７年度末現在高見込額は、５，
８４８，７０９千円と、前年度末現在高と比較すると、ほぼ同額になる見込みです。 
 また、基金については財源不足を補うため財政調整基金を１４１，０００千円取り崩
すこととしました。 
 町債及び各基金の年度末現在高見込額は以下のとおりとなっています。 

公共施設整備基金の取崩し 
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　　　　(単位：千円，％)

当初予算 構成比 当初予算 構成比 増減額 増減率

町　　税 173,653 4.9 177,412 4.0 △ 3,759 △ 2.1

分担金及び負担金 1,593 0.0 1,578 0.0 15 1.0

使用料及び手数料 74,749 2.1 73,735 1.7 1,014 1.4

財産収入 65,171 1.9 67,314 1.5 △ 2,143 △ 3.2

寄 附 金 301 0.0 301 0.0 0 0.0

繰 入 金 142,458 4.1 429,473 9.7 △ 287,015 △ 66.8

繰 越 金 60,000 1.7 50,000 1.1 10,000 20.0

諸 収 入 209,813 6.0 211,741 4.8 △ 1,928 △ 0.9

地方譲与税 53,500 1.5 56,500 1.3 △ 3,000 △ 5.3

利子割交付金 370 0.0 450 0.0 △ 80 △ 17.8

配当割交付金 100 0.0 10 0.0 90 900.0

株式等譲渡所得割交付金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

地方消費税交付金 31,000 0.9 21,000 0.5 10,000 47.6

自動車取得税交付金 7,600 0.2 7,000 0.2 600 8.6

地方特例交付金 50 0.0 50 0.0 0 0.0

地方交付税 1,823,000 52.0 1,799,000 40.5 24,000 1.3

交通安全対策特別交付金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

国庫支出金 269,842 7.7 311,799 7.0 △ 41,957 △ 13.5

道支出金 119,898 3.4 123,235 2.8 △ 3,337 △ 2.7

町　　債 475,900 13.6 1,110,400 25.0 △ 634,500 △ 57.1

3,509,000 100.0 4,441,000 100.0 △ 932,000 △ 21.0

●

●

Ⅲ　　一般会計歳入予算規模

区　　　　　　　　　　分
平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較

　一般会計の歳入予算額は、３，５０９，０００千円で、前年度と比べ９３２，０００
千円の減となっています。
　目的別の予算額は、以下のとおりとなっています。

　町税は、個人町民税及び固定資産税の減により、前年度と比べ３，７５９千円
（2.1％)減の１７３，６５３千円を見込んでおります。

　地方譲与税・各種交付金は、地方財政計画の増減率を参考に、前年度と比べ
７，６１０千円（9.0％）増の９２，６２２千円を見込んでおります。
　なお、平成２６年４月の消費税引き上げ分の地方消費税交付金は、社会保障施策
の費用にあてられています。

※地方譲与税・各種交付金
　地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、
　自動車取得税交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金

合　　　　　　　　　　計

自
　
主
　
財
　
源

依
　
存
　
財
　
源
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●

●

●

●

●

●

●

●

　繰入金は、１４２，４５８千円で前年度に比べ２８７，０１５千円(66.8％)の減
となっています。これは、投資的事業の減少に伴う財政調整基金支消の減などによ
るものです。

　諸収入は、２０９，８１３千円で前年度に比べ１，９２８千円(0.9％)の減となっ
ています。これは、新事業化支援融資貸付事業の終了などによるものです。

　町債は、４７５，９００千円で前年度に比べ、６３４，５００千円(57.1％)の減
となっています。これは、生涯学習センター改修、グループホーム建設、消防デジ
タル無線整備などの大規模な投資的事業が完了したことによるものです。

　地方交付税は、地方財政計画を参考に、前年度に比べ２４，０００千円(1.3％)増
の １，８２３，０００千円を見込んでおります。

　使用料及び手数料は、７４，７４９千円で前年度に比べ１，０１４千円(1.4％)の
増となっています。これは、公営住宅使用料の増などによるものです。

　国庫支出金は、２６９，８４２千円で前年度に比べ４１，９５７千円(13.5％)の
減となっています。これは、中山間地域等直接支払交付金の減などによるもので
す。

　道支出金は、１１９，８９８千円で前年度に比べ３，３３７千円(2.7％)の減と
なっています。これは、グループホーム建設事業に伴う補助金の減などによるもの
です。

　財産収入は、６５，１７１千円で前年度に比べ２，１４３千円(3.2％)の減となっ
ています。これは、自給飼料生産に伴う売払収入の減などによるものです。
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2,038 1,986 
1,830  

1,727  

136  
122  

119  
124  131  

147 149 

159 
149 

92 
96 163  

133  121  
113  

175  

192 126 

127 
120 

107 
93 

500

700

900

1,100

1,300

1,500

1,700

1,900

2,100

2,300

2,500

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

（見込） 

H27 

（当初） 

〈地方交付税・臨時財政対策債の推移〉 

普通交付税 特別交付税 臨時財政対策債 

（単位：百万円） 
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〈１　歳出目的別予算額〉 　　　　　(単位：千円，％)

当初予算 構成比 当初予算 構成比 増減額 増減率

1 議会費 32,197 0.9 30,494 0.7 1,703 5.6

2 総務費 242,101 6.9 267,866 6.0 △ 25,765 △ 9.6

3 民生費 331,401 9.4 487,815 11.0 △ 156,414 △ 32.1

4 衛生費 258,940 7.4 220,888 5.0 38,052 17.2

5 労働費 15,289 0.4 15,308 0.3 △ 19 △ 0.1

6 農林水産業費 627,236 17.9 518,471 11.7 108,765 21.0

7 商工費 150,876 4.3 162,039 3.6 △ 11,163 △ 6.9

8 土木費 504,437 14.4 612,893 13.8 △ 108,456 △ 17.7

9 消防費 126,941 3.6 288,791 6.5 △ 161,850 △ 56.0

10 教育費 215,482 6.1 834,366 18.8 △ 618,884 △ 74.2

11 災害復旧費 2 0.0 2 0.0 0 0.0

12 公債費 581,676 16.6 571,430 12.9 10,246 1.8

13 給与費 419,422 12.0 427,637 9.6 △ 8,215 △ 1.9

14 予備費 3,000 0.1 3,000 0.1 0 0.0

3,509,000 100.0 4,441,000 100.0 △ 932,000 △ 21.0

●

●

●

●

●

合　　　　　　　　　　計

　農林水産業費は、６２７，２３６千円で前年度に比べ１０８，７６５千円
(21.0％)の増となっています。これは、国営直轄明渠排水事業負担金の増などによ
るものです。

　議会費は、３２，１９７千円で前年度に比べ１，７０３千円(5.6％)の増となっ
ています。これは、議員共済会給付費負担金の増などによるものです。

　総務費は、２４２，１０１千円で前年度に比べ２５，７６５千円(9.6％)の減と
なっています。これは、交流プラザ改修工事の減などによるものです。

　民生費は、３３１，４０１千円で前年度に比べ１５６，４１４千円(32.1％)の減
となっています。これは、グループホーム新築工事の減などによるものです。

　衛生費は、２５８，９４０千円で前年度に比べ３８，０５２千円(17.2％)の増と
なっています。これは、町立診療所及び歯科診療所委託料、簡易水道特別会計繰出
金の増などによるものです。

Ⅳ　　一般会計歳出予算規模

　一般会計の歳出予算額は、３，５０９，０００千円で、前年度と比べ９３２，０００
千円の減となっています。目的別の予算額は、以下のとおりとなっています。

区　　　　　　　分
平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較
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〈２　歳出性質別予算額〉 　　　　　(単位：千円，％)

当初予算 構成比 当初予算 構成比 増減額 増減率

480,882 13.7 483,553 10.9 △ 2,671 △ 0.6

725,112 20.7 661,800 14.9 63,312 9.6

61,400 1.7 68,896 1.6 △ 7,496 △ 10.9

37,609 1.1 40,844 0.9 △ 3,235 △ 7.9

456,153 13.0 502,959 11.3 △ 46,806 △ 9.3

581,676 16.6 571,430 12.9 10,246 1.8

913 0.0 897 0.0 16 1.8

167,215 4.8 168,215 3.8 △ 1,000 △ 0.6

240,086 6.8 235,421 5.3 4,665 2.0

754,952 21.5 1,703,983 38.4 △ 949,031 △ 55.7

（補助事業） 635,530 18.1 587,209 13.2 48,321 8.2

（単独事業） 119,422 3.4 1,116,774 25.1 △ 997,352 △ 89.3

2 0.0 2 0.0 0 0.0

（補助事業） - - 0 -

（単独事業） 2 0.0 2 0.0 0 0.0

3,000 0.1 3,000 0.1 0 0.0

3,509,000 100.0 4,441,000 100.0 △ 932,000 △ 21.0

災害復旧事業費

投資及び出資金・貸付金

繰出金

普通建設事業費

予備費

合　　　　　　　　　　計

人件費

物件費

維持補修費

扶助費

補助費等

区　　　　　　　分
平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較

公債費

積立金

　商工費は、１５０，８７６千円で前年度に比べ１１，１６３千円（6.9％)の減と
なっています。これは、道の駅身障者用屋根付駐車場設置工事、新事業化支援事業
の減などによるものです。

　土木費は、５０４，４３７千円で前年度に比べ１０８，４５６千円(17.7％)の減
となっています。これは、道路新設改良工事、公営住宅改修工事の減などによるも
のです。

　消防費は、１２６，９４１千円で前年度に比べ１６１，８５０千円(56.0％)の減
となっています。これは、消防デジタル無線整備、旧消防庁舎解体工事の減などに
よるものです。

　教育費は、２１５，４８２千円で前年度に比べ６１８，８８４千円(74.2％)の減
となっています。これは、生涯学習センター整備工事の減などによるものです。

　公債費は、５８１，６７６千円で前年度に比べ１０，２４６千円(1.8％)の増と
なっています。これは、町債の償還元金の増によるものです。

　給与費は、４１９，４２２千円で前年度に比べ８，２１５千円(1.9％)の減と
なっています。これは、退職手当追加負担金の減によるものです。
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　人件費は、４８０，８８２千円で前年度に比べ２，６７１千円(0.6％)の減と
なっています。これは、退職手当追加負担金の減などによるものです。

　物件費は、７２５，１１２千円で前年度に比べ６３，３１２千円(9.6％)の増と
なっています。これは、生涯学習センター管理費、電気料単価の高騰、労務単価の
上昇に伴う委託経費の増などによるものです。

　維持補修費は、６１，４００千円で前年度に比べ７，４９６千円(10.9％)の減と
なっています。これは、各公共施設の修繕費の減によるものです。

　扶助費は、３７，６０９千円で前年度に比べ３，２３５千円(7.9％)の減となっ
ています。これは、臨時福祉給付金などの減によるものです。

　繰出金は、２４０，０８６千円で前年度に比べ４，６６５千円(2.0％)の増と
なっています。これは、介護保険特別会計及び簡易水道事業特別会計繰出金の増な
どによるものです。

　普通建設事業費は、７５４，９５２千円で前年度に比べ９４９，０３１千円
(55.7％)の減となっています。これは、生涯学習センター整備工事、グループホー
ム新築工事及び各備品購入の減などによるものです。

　補助費等は、４５６，１５３千円で前年度に比べ４６，８０６千円(9.3％)の減
となっています。これは、住宅新築・リフォーム促進助成や北海道後期高齢者医療
広域連合への療養給付費負担金の減などによるものです。

9



〈会計別予算規模〉
　　　　　　（単位：千円，％）

当初予算 構成比 当初予算 構成比 増減額 増減率

254,838 35.8 252,609 36.3 2,229 0.9

214,271 30.1 201,623 28.9 12,648 6.3

28,203 4.0 30,987 4.4 △ 2,784 △ 9.0

(4)　簡易水道特別会計 127,232 17.9 124,237 17.8 2,995 2.4

(5)　農業集落排水事業特別会計 86,820 12.2 87,271 12.5 △ 451 △ 0.5

711,364 100.0 696,727 100.0 14,637 2.1

●

●

●

●

●

(3)　後期高齢者医療特別会計

　国民健康保険特別会計は、２５４，８３８千円で前年度に比べ、２，２２９千円
(0.9%)の増となっています。これは、保険財政共同化事業拠出金の増などによるもので
す。

　介護保険特別会計は、２１４，２７１千円で前年度に比べ、１２，６４８千円(6.3%)
の増となっています。これは、居宅介護サービス費の増などによるものです。

　後期高齢者医療特別会計は、２８，２０３千円で前年度に比べ、２，７８４千円
(9.0%)の減となっています。これは、システム改修委託料の減などによるものです。

　簡易水道特別会計は、１２７，２３２千円で前年度に比べ、２，９９５千円(2.4%)の
増となっています。これは、水利権更新計画作成委託の増などによるものです。

Ⅴ　　特別会計当初予算の概要

会　　　　　　　　計
平成２７年度 平成２６年度 対前年度比較

　農業集落排水事業特別会計は、８６，８２０千円で前年度に比べ、４５１千円(0.5%)
の減とほぼ前年同額となっています。

(1)　国民健康保険特別会計

合　　　　　　　　計

(2)　介護保険特別会計
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〈主な財政指標の状況〉

区　　　分 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

経常収支比率 83.1 84.4 83.8 82.7 79.7 76.3 81.1 71.9 75.0

公債費比率 14.6 12.5 12.3 9.9 9.2

起債制限比率 10.6 11.9 10.7 9.2 7.9

実質公債費比率(単年度) 15.7 15.1 14.4 11.7 11.0 9.9 9.9 8.2 8.5

将来負担比率 25.4 8.4 2.0 ― ― ― ―

標準財政規模(百万円) 2,047 1,975 2,007 2,040 2,118 2,245 2,194 2,446 2,384

財政力指数 0.146 0.149 0.146 0.143 0.133 0.123 0.116 0.109 0.107
※　平成２５年度における実質公債費比率の３カ年平均値は８．８％です。

Ⅵ　　参　考　資　料
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（単位：％） （単位：百万円) 〈標準財政規模、経常収支比率の推移〉 
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（単位：％） 
〈公債費比率、起債制限比率、健全化判断比率等の推移〉 

公債費比率 起債制限比率 実質公債費比率 将来負担比率 
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〈用語解説〉

語　　句 解　　　　　説

 一般会計 　福祉、教育、道路・産業など、町政の基本的な事業に関する会計のこと。特別会計、企業
会計以外の事業はすべて一般会計に含まれる。

 特別会計 　特定の事業を特定の歳入でもって実施するための会計の総称のこと。
　国民健康保険事業や介護保険事業、簡易水道事業といった会計で構成している。本町で
は5会計ある。

 基金 　特定の目的のために資金を積み立てるための基金（積立基金）と、特定の目的のために定
額の資金を運用する基金（定額運用基金）がある。
　本町の場合、積立基金としては、財政調整基金、財源対策債償還基金、公共施設整備基
金などがある。定額運用基金としては、地域福祉基金、中山間ふるさと水と土保全基金など
がある。

 町債 　町が資金調達のために一会計年度を超えて返済する債務のことで、地方債を起こすことを
起債という。ちなみに、国が起こすのを国債、地方が起こすのを地方債と分けているが、町
が起こすので町債とも呼ぶ。

 町債現在高 　地方公共団体が資金調達するための町債の借入金残高

 債務負担行為 　歳出予算の金額、継続費の総額又は繰越明許費の金額に含まれているものを除く、予算
に定められた将来にわたる地方公共団体の債務を負担する行為のこと。

 地方交付税 　地方自治体間の財源の不均衡を調整し、すべての自治体が一定の行政水準を維持できる
よう財源を保障するため、国税５税(所得税、法人税、酒税、消費税、たばこ税)の一定割合
を国から地方に交付するもので、国庫補助金などと異なり、その使途は特定されない。地方
交付税のうち、総額の94％は普通交付税、6％は特別交付税として交付される。
　普通交付税は、各自治体ごとに算定される基準財政需要額が基準財政収入額を超える場
合、その超える額を財源不足額として交付されるものであり、一方、特別交付税は、災害等
のほか、特別な財政需要など普通交付税の算定に反映されなかった具体的な事情を考慮し
て交付されるもの。

 基準財政需要額 　各自治体ごとの普通地方交付税の計算に用いるもので、各自治体が標準的な行政を合理
的水準で実施したと考えたときに必要と想定される「一般財源の額」であり、各自治体が実
際に支出した額あるいは支出しようとする額ではなく、各団体の人口等を基礎として、各行政
費目ごとに一定の方法で算出された需要額である。

 基準財政収入額 　各自治体ごとの普通地方交付税の計算に用いるもので、各自治体の財政力を合理的に測
定するために、標準的な状態において徴収が見込まれる地方税収入のうち一定割合（75％）
により算出された収入額である。

 臨時財政対策債 　地方財源の不足に対応するため、各自治体において発行が認められる地方債で、地方交
付税の一部振替といった性格を持っている。この臨時財政対策債の元利償還金相当額につ
いては、その全額が後年度、地方交付税に算入されることとなっている。
なお、通常の地方債と異なり、一般財源として取り扱うこととなっている。

 自主財源 　地方自治体が自主的に収入し得る財源をいい、地方税、分担金及び負担金、使用料及び
手数料、財産収入、寄付金、繰入金、繰越金等がこれに該当する。

 依存財源 　国（都道府県）の意思により定められた額を交付されたり、割り当てられたりする収入をい
い、地方交付税、国庫支出金、都道府県支出金、地方譲与税等がこれに該当する。
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（総務課）

国　道
支出金

地方債 その他
一般
財源

　未来に向け個性豊かで活力あるまちづくり推進 1,500 1,500

　国内外の町民の研修活動を支援

  町史編纂委員による委員会を開催 15,345 14,000 1,345

  町史の印刷製本を委託し、希望者に有償で配布

地域おこし協力隊活用事業

  町外の人材を誘致活用し地域力の維持を図る 40,733 40,733 ◎

　光通信ネットワークの保守管理 19,900 10,000 5,991 3,909

　情報基盤施設の新設、移設工事

移住対策事業

1,186 1,186

1,218 1,218

  勤労者融資制度    生活資金貸付金 5,000 15,000 15,000

                              住宅資金貸付金 10,000

  本部費 7,157

  常備費 106,955 124,750 124,750

  非常備費 9,974

  施設費 664

平成２７年度中川町の主な事業と内容
（単位：千円）

事 業 名 及 び 事 業 内 容 事 業 費
財 源 内 訳 説明

資料

人づくり研修事業

町史編纂事業

  農林業、観光、教育の各分野にて計９名が活動

地域情報通信運営事業

  短期の移住体験施設の維持と運営

  きたいっしょ推進協議会を通じた道内外ＰＲ活動

職員研修事業

  研修計画に基づく職員研修の実施

  自己啓発研修の実施

勤労者生活資金・住宅建設融資事業

上川北部消防事務組合負担金
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平成２７年度中川町の主な事業と内容

（住民課）

国　道
支出金

地方債 その他
一般
財源

　誕生する子どもに、祝金・絵本とともに、居場所 1,314 1,314

　の象徴として「世界に一つだけの椅子」を贈る

　高齢者の日常生活の支援や積極的な社会参 4,076 3,500 576

　加を促すため、ハイヤー料金の一部を助成する

  各公共施設への交通手段の確保 8,886 6,600 2,286

  住民バス運行委託

  西天北５町衛生施設組合負担金 90,940 90,940

     ごみ処理負担金 50,926

     し尿処理負担金 40,014

  地域福祉の推進などの活動を支援するための 7,951 7,951

  運営費補助

　昨年度建設したグループホームに、駐車場、花 22,817 22,817 ◎

　だん、菜園、車庫等を整備する

　グループホーム指定管理委託 2,500 2,500

  介護予防･生活支援事業運営委託 2,292 3,372 159 156 3,057

  介護保険低所得者負担特別対策事業補助 1,080

  老人ｸﾗﾌﾞ連合会運営費補助 1,019 3,219 231 2,988

  高齢者就労ｾﾝﾀｰ運営費補助 2,200

  敬老会開催 591 3,593 3,593

  敬老祝金 960

  敬老記念品 2,042

  地域生活支援 1,486

　在宅障害児施設通所費補助 85 82,211 61,165 21,046

  障害者介護給付事業 80,093

  障害児母子通園事業負担金等 547

（単位：千円）

事 業 名 及 び 事 業 内 容 事 業 費
財 源 内 訳 説明

資料

出生祝品 (君の椅子プロジェクト)

中川町高齢者ハイヤー利用支援事業

住民バス運行事業

ごみ・し尿処理事業

社会福祉協議会運営費補助

グループホーム外構ほか整備事業

グループホーム運営事業

介護保険関連事業

高齢者福祉支援事業

敬老事業

障害者福祉支援事業
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平成２７年度中川町の主な事業と内容

（住民課）

国　道
支出金

地方債 その他
一般
財源

　乳幼児等医療費助成 5,280 5,795 979 300 4,516

  子育て支援ｾﾝﾀｰ運営 515

  幼児センター運営 26,916 544 10,111 16,261

  妊婦定期健診交通費補助 188

  乳幼児股関節健診補助 58

  特定疾患患者通院費補助 98 3,444 3,444

  訪問看護ステーション運営補助 1,500

  保健師等人材確保修学資金貸付金助成 600

　看護師就業支度金貸付金助成 1,000

  各種健診の実施 4,092

  各種予防接種の実施 3,060 19,183 125 5,000 611 13,447

  福祉健康管理システム保守改修料 1,040

  福祉健康管理システムサーバー更新 3,456

  妊婦一般健康診査費助成 1,295

  健康づくり入浴料負担 6,240

  町立診療所指定管理委託料 56,056

  町立歯科診療所指定管理委託料 3,780 66,316 66,316

新規   町立診療所電子カルテシステム購入 6,480 ◎

（単位：千円）

事 業 名 及 び 事 業 内 容 事 業 費
財 源 内 訳 説明

資料

子育て支援事業

幼児センター運営事業

保健支援事業

健康づくり事業

診療所運営事業
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平成２７年度中川町の主な事業と内容

（産業振興課）

国　道
支出金

地方債 その他
一般
財源

中川町農業振興事業

　農業再生協議会運営費補助 1,635 0

新規 　国営直轄明渠排水事業負担金 183,415 0

新規 　中山間地域総合整備事業負担金 3,700 222,795 20,207 189,200 13,388 ◎

　道営農地整備事業(通作条件整備)負担金 5,828 0 ◎

新規 　酪農作業施設整備支援事業補助 1,274 0 ◎

　多面的機能支払交付金事業補助 26,943 0 ◎

農業担い手育成事業

  後継者育成支援推進協議会 800

  新規就農事業助成金 3,657 8,057 3,000 3,500 1,557

  農業後継者奨学金貸付 600

　青年給付金事業 3,000

畑作振興事業

  南瓜生産環境対策事業 612

  かぼちゃ残留農薬自主検査支援事業 76

  有害鳥獣農作物被害防止対策等 6,000 8,108 510 900 6,698

  有害鳥獣対策連絡協議会補助 800

  環境保全型農業直接支払交付金 260

　なかがわ農産物PR出荷箱作成補助 360

　酪農畜産振興支援事業 2,000

  家畜衛生対策事業 500 4,060 4,060

　家畜伝染病自衛防疫組合補助 1,200

　経産牛判別精子購入費助成事業 360

  農業振興センター運営 6,016 1,200 4,816

  町営牧場運営 27,531 5,440 22,091

　自給飼料センター運営 44,707 36,482 8,225

  農林業振興資金融資貸付金 110,000 110,000

（単位：千円）

事 業 名 及 び 事 業 内 容 事 業 費
財 源 内 訳 説明

資料

畜産振興事業

中川町農業振興センター運営事業

町営牧場運営事業

自給飼料センター運営事業

農林業振興資金融資事業
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平成２７年度中川町の主な事業と内容

（産業振興課）

国　道
支出金

地方債 その他
一般
財源

林業振興事業

新規 　森林文化再生事業 3,000 ◎

　薪ストーブ等購入助成 600

  人工造林推進事業補助 3,540 15,710 6,577 9,133

  未来の森づくり推進事業補助 5,720

  森林整備担い手対策事業補助 450

  森林整備地域活動支援交付金 2,400

  森林環境保全整備事業 43,030

　森林環境保全整備(作業道作設)事業 5,000 51,321 17,212 1,200 10,680 22,229

  自主苗生産委託事業 1,391

　森林整備計画実証事業 1,900

林道整備事業

　林業専用道開設事業（豊里誉線） 16,000 16,000 8,160 7,600 240

商工振興事業

  商工会運営費補助 15,579

  中小企業融資資金利子補給 2,543 29,096 29,096

　商工業担い手支援事業 1,200

　ポイントカード推進事業 4,890

  観光協会運営費補助 13,110

　ナポートパーク キャビン整備事業 2,830

  天塩川春・発信ｉｎなかがわ運営費補助 800 24,528 2,800 21,728

　天塩川de水切り北海道大会運営費補助 1,000

  各公園維持管理委託 6,788

  中小企業融資貸付金 40,000 40,000

（単位：千円）

事 業 名 及 び 事 業 内 容 事 業 費
財 源 内 訳 説明

資料

町有林整備事業

観光振興事業

中小企業資金融資事業
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平成２７年度中川町の主な事業と内容

（環境整備課）

国　道
支出金

地方債 その他
一般
財源

  農業用排水路維持管理 2,680

  国府地区道営ため池等整備事業負担金 13,677 21,812 2,689 13,600 5,523

  排水機場維持管理 5,455

道路橋梁維持事業

  維持管理費 34,684 14,048 20,636

  維持補修費

道路新設改良事業

　琴平バイパス線（交付金事業） 268,900 182,700 86,200 ◎

　誉32線本線（交付金事業）

　誉36線（交付金事業）

新規 　佐久本線1号線（辺地対策事業）

橋梁長寿命化事業

　橋梁補修設計業務委託

新規 　酪草橋修繕工事 29,000 20,300 8,700 ◎

新規 　夕焼橋修繕工事

除雪事業

  町道等除雪 95,352 6,491 88,861

河川維持事業

  維持管理費 5,886 136 1,998 3,752

  維持補修費

公営住宅維持管理事業

  維持管理事務費 31,020 31,020

  維持管理修繕費

（単位：千円）

事 業 名 及 び 事 業 内 容 事 業 費
財 源 内 訳 説明

資料

農業用施設維持管理事業

  国府18線本線（交付金事業）
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平成２７年度中川町の主な事業と内容

（教育委員会）

国　道
支出金

地方債 その他
一般
財源

5,280 5,280

　姉妹町村の長野県中川村に、中川中学校の２年 1,904 1,904

　生を派遣し、交流と見聞を広める

学習支援塾運営費補助事業

　町内のボランティア組織が運営する、中学生対象 1,673 1,673

　の学習塾に対し運営費を助成する

短歌フェスティバル事業

　齋藤茂吉の来村を記念し、全国から短歌を募集 1,584 100 1,484

　優秀作品の表彰と応募作品集の発行など

総合型地域スポーツクラブ

　なかがわスポーツクラブ自立支援助成 1,420 1,420

新規 コオーディネーショントレーニング普及事業

　脳と体を調整し、運動能力・運動学習能力を高め 766 766

　るトレーニングを導入し、運動習慣の改善を図る

ふるさと学習プロジェクト事業

569 3 566

  の「ふるさと学習」実践事業

  地域講師による学校支援事業

エコミュージアムセンター管理・運営事業

  施設管理費 16,620 22,426 961 21,465

  事業運営費 5,806

生涯学習センター文化芸術公演事業

　町民の文化芸術に触れあう機会を創出し、心 4,032 4,032 ◎

　の豊かさと活力あふれる地域づくりを目指す

（単位：千円）

事 業 名 及 び 事 業 内 容 事 業 費
財 源 内 訳 説明

資料

中川町高等学校生徒就学支援補助事業

　高等学校教育の機会均等と地域社会に有効な人

　材の育成を図るため、就学費の一部を助成する　

中川村交流派遣事業

  地域特性・地域財産を教材とした幼小中一貫
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平成２７年度中川町の主な事業と内容

（特別会計）

国　道
支出金

地方債 その他
一般
財源

  後期高齢者入浴料負担 3,300 1,000 2,300

簡易水道会計

　水道管移設補償工事 19,710 11,116 8,594

（単位：千円）

事 業 名 及 び 事 業 内 容 事 業 費
財 源 内 訳 説明

資料

後期高齢者医療会計  健康づくり事業
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（単位：千円）

自衛隊協力会中川支部 35

中川町職員福利厚生会 0

中川町消防後援会 500

歌内国府自警団 80

佐久自主防災会 230

身体障害者福祉協会中川分会 30

中川町遺族会 200

中川町老人クラブ連合会 1,019

中川町森林愛護組合連合会 150

連合北海道中川支部 180

中川町父母と先生の会連合会 130

中川町文化協会 480

中川町体育協会 470

中川町地域子ども会育成協議会 200

中川町スポーツ少年団本部 1,000

総合型地域ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ自立支援事業助成 1,420

6,124

中川町社会福祉協議会運営費補助 7,951

中川町民生委員協議会補助 1,500

中川町高齢者就労センター補助 2,200

中川地域安全推進協議会 200

中川町商工会運営費補助 15,579

中川町観光協会運営費補助 13,110

天塩川春発信inなかがわ事業費補助 800

天塩川de水切り北海道大会事業費補助 1,000

42,340

在宅障害児施設通所費補助 85

妊婦定期健診交通費補助 188

妊婦一般健康診査助成 1,295

乳幼児股関節検診補助 58

特定疾患患者通院交通費補助 98

健康づくり入浴料助成事業 6,240

後期高齢者入浴料助成事業 3,300

高校就学支援補助 5,280

学習支援塾運営費補助 1,673

18,217

66,681

計

③
条
例
・
規
則
な
ど
に
基
づ
く
事
業
補
助

計

合　　　　　　　　計

平成２７年度  主な補助金一覧表

補 助 団 体 ・ 事 業 名 等 金 額

①
各
種
団
体
運
営
費
補
助

計

②
公
益
的
法
人
等
に

対
す
る
補
助
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主な事業の詳細

地域おこし協力隊活用事業 事業費 40,733 千円 【継続】

　目的 　都市で暮らす住民を「地域おこし協力隊」として受入れ、最長３年の期間、地域で必要とされる活動に従事さ

せることで、地域力の維持強化を図るもの。

　概要 　平成２６年４月任用開始の３名の隊員(野生動物対策、地域木材活用、薪文化・産業)のほか、次の活動に従

事する隊員６名を募集し、平成２７年４月からの任用を目指します。

・森林経営のアシスタント～私有林の整備・健全経営をすすめる

・木材流通のコーディネーター～産出される端材や未利用材を薪・クラフト原料として販売

・農業振興の担い手～農業関係機関における研修(勤務)から、農産物を活用した起業・就農などの担い手へ

・地域食材と観光振興～地域と共同し最北の野菜の価値・ブランド力を高める

・エコール咲くと連携した地域づくり～NPO活動を通じた地域づくり(エコミュージアム構想)

　人件費等(賃金、諸手当等)　　　23,665千円　任用状況などにより変動あり

　活動費等(旅費、需用費等)　　　17,068千円　活動内容により変動あり

　所管 　募集等の共通事項　　　総務課(企画財政室)

　隊員の配属　:　産業振興課(産業振興室)８名、教育委員会(エコミュージアムセンター)１名　　　【予定】

グループホーム外構ほか整備事業 事業費 22,817 千円 【継続】

　目的 　第５期中川町介護保険事業計画(H24～26)に掲げる「在宅」と「施設」の中間的な施設を整備し、高齢者福

祉の充実を図るもの。

　概要 　グループホーム車庫新築、外構工事(駐車場、花壇、菜園等)一式

　所管 　住民課(幸福推進室)

町立診療所電子カルテシステム購入 事業費 6,480 千円 【新規】

　目的 　カルテの電子化により、保管、院内情報共有、伝達機能の向上が図られ、患者の情報管理及び病状説明

等の充実を図るもの。

　概要 　電子カルテシステム一式を購入し、７月運用開始を予定する。

　所管 　住民課(幸福推進室)
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主な事業の詳細

中山間地域総合整備事業負担金 事業費 3,700 千円 【新規】

　目的 　下半町を事業エリアとし、流下・排水能力の低下した明渠・農地整備とともに水道未普及地区の整備に着手

することで、農村集落の生活と生産の安定を図るもの。

概要 　明渠排水２条、農地整備(区画整理、起伏修正、暗渠排水整備、除礫)、歌内地区水道未普及対策の調査

　H２７～調査計画費負担金

所管 　産業振興課(産業振興室)

道営農地整備事業(通作条件整備)負担金 事業費 5,828 千円 【継続】

目的 　集乳経路等を整備することで農作業の効率化と環境衛生の向上を図り、生産物輸送の円滑化・省力化で農

業経営の安定化に資するもの。

概要 　幹線農道１条　L=321m、支線農道２９条　L=2,857m

　総事業費　280,000千円(町負担22.5％)

  H２７～幹線農道用地測量、支線農道２条

所管 　産業振興課(産業振興室)

酪農作業施設整備支援事業補助 事業費 1,274 千円 【新規】

目的 　道営農地整備事業(通作条件整備)負担金で展開される集乳経路等整備に合わせ、一体的に整備すること

で事業効果が高まる施設及び農作業用地の環境整備について、町単独で支援するもの。

概要 　支援予定面積　A=4,092.1㎡(２０ヶ所)

　総事業費　26,400千円(町負担1/2)

  H２７～A=333.6㎡(２ヶ所)

所管 　産業振興課(産業振興室)

多面的機能支払交付金事業補助 事業費 26,943 千円 【継続】

　目的 　農業農村の有する多面的な機能の維持・発揮を図るため、地域における共同活動への支援を行い、地域資

源の適切な保全管理を推進するもの。

概要 　農地の維持(法面草刈り、土砂除去、路面維持等)に対する共同活動の支援　　　17,416千円

　資源の向上(農業施設の補修、長寿命化、景観形成等)に対する共同活動の支援　　　9,527千円

　当該事業費を地域保全活動組合に対し交付する。

　負担区分　国1/2、道1/4、町1/4

所管 　産業振興課(産業振興室)
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主な事業の詳細

森林文化再生事業 事業費 3,000 千円 【新規】

　目的 　森林や林業に関連するイベント・催事の開催を通して、暮らしの中に森と木があった中川町の森林文化を再

生することで、町の誇りを取り戻し活性化を図るもの。

概要 　きこり祭、森のギャラリー(木工クラフト)、森林浴、ワークショップ(未利用材活用)の開催

　各実行委員会等に対する補助を予定(地域づくり総合交付金1/2を申請)

所管 　産業振興課(産業振興室)

道路新設改良事業 事業費 268,900 千円 【継続】

　目的 　未改良の町道を継続かつ計画的に整備し、生活路としての交通安全の確保、産業路としての経済活動の効

率化・安全化並びに排水性の向上を図るもの。

概要 　社会資本整備総合交付金事業

　①国府１８線本線 計画延長　L=2,750m(H２７～路盤、舗装工、境界標埋設) 継続 H20～27

　②琴平バイパス線 計画延長　L=370m(H２７～路盤、舗装工、用地等調査、盛土ほか) 継続 H26～30

　③誉３２線本線 計画延長　L=2,600m(H２７～路盤、舗装工、境界標埋設) 継続 H21～28

　④誉３６線 計画延長　L=1,030m(H２７～路盤、舗装工、設計測量ほか) 継続 H26～28

　辺地対策事業

　⑤佐久本線１号線 計画延長　L=210m(H２７～測量設計、路盤、舗装工ほか) 新規 H27～28

所管 　環境整備課(環境整備室)
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主な事業の詳細

橋梁長寿命化事業 事業費 29,000 千円 【継続】

目的 　中川町橋梁長寿命化計画に基づき、適切かつ計画的な補修工事を実施することで、当該施設の長寿命化

と維持管理コストの低減を図るもの。

概要 　社会資本整備総合交付金事業

　　設計業務委託 大和橋(字共和)

　　長寿命化工事 酪草橋(字大富)、夕焼橋(字富和)

所管 　環境整備課(環境整備室)

生涯学習センター文化芸術公演事業 事業費 4,032 千円 【継続】

　目的 　文化芸術活動の推進、生涯学習情報の提供、町民の自主活動を促進し、生涯学習を総合的に推進する拠

点として生涯学習センター「ちゃいむ」が供用開始されたことから、子どもから高齢者までの全町民を対象に文

化芸術に触れ合う機会を創出することで、心の豊かさとうるおいを実感し楽しみと活力あふれる地域づくりを目

指すための取り組みを強化するもの。

概要 　文化芸術公演 　オーボエコンサート

　クラッシックコンサート(３０名規模の編成による公演)　　　１１月を予定

　社会教育関係講演会 　文化芸術・地域づくりに資する講演会

　指導者育成講座 　文化芸術関係(写真、絵画、陶芸、短歌など)

　巡回小劇場 　小中学生並びに一般を広く対象とした公演

所管 　教育委員会
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